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平成２６年相模原市議会定例会９月定例会議 審議結果 

 
＜議会日誌＞ 

８月１９日（火）  議会運営委員会 
８月２５日（月）  議会運営委員会 
 

９月定例会議 

８月２５日（月）  本会議第１日（提案説明）、建設委員会 
９月 ３日（水）  本会議第２日（代表質問） 

４日（木）  本会議第３日（代表質問・個人質疑、委員会付託）、決算特別委員会 
議会運営委員会 

   ８日（月）  総務委員会、決算特別委員会総務分科会 
   ９日（火）  環境経済委員会、決算特別委員会環境経済分科会、決算特別委員会総務分科会 
  １０日（水）  民生委員会 
  １１日（木）  建設委員会、決算特別委員会建設分科会、決算特別委員会民生分科会 
  １２日（金）  議会運営委員会、文教委員会、決算特別委員会文教分科会 
１７日（水）  基地対策特別委員会、議会運営委員会 
１８日（木）  民生委員会 
１９日（金）  議会運営委員会 
２４日（水）  決算特別委員会 

  ２５日（木）  本会議第４日（一般質問） 
  ２６日（金）  本会議第５日（一般質問） 
  ２９日（月）  本会議第６日（一般質問）、文教委員会、交通問題特別委員会、 

水源地域対策特別委員会、防災特別委員会、大都市制度に関する特別委員会、 
広域交流拠点に関する特別委員会 

  ３０日（火）  本会議第７日（委員長報告、採決）、議会運営委員会 
 
 

＜審議結果一覧＞ 

番  号 件     名 付 託 
委員会 

本会議の 
議決結果 

議案第 ６２号 平成２５年度相模原市一般会計歳入歳出決算 決算特別 
認  定 
（賛成多数） 

議案第 ６３号 
平成２５年度相模原市国民健康保険事業特別会計歳入

歳出決算 
決算特別 

認  定 
（賛成多数） 

議案第 ６４号 
平成２５年度相模原市介護保険事業特別会計歳入歳出

決算 
決算特別 

認  定 
（賛成多数） 

議案第 ６５号 
平成２５年度相模原市母子寡婦福祉資金貸付事業特別

会計歳入歳出決算 
決算特別 

認  定 
（賛成総員） 
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議案第 ６６号 
平成２５年度相模原市後期高齢者医療事業特別会計歳

入歳出決算 
決算特別 

認  定 
（賛成多数） 

議案第 ６７号 
平成２５年度相模原市自動車駐車場事業特別会計歳入

歳出決算 
決算特別 

認  定 
（賛成総員） 

議案第 ６８号 
平成２５年度相模原市簡易水道事業特別会計歳入歳出

決算 
決算特別 

認  定 
（賛成総員） 

議案第 ６９号 
平成２５年度相模原市公共用地先行取得事業特別会計

歳入歳出決算 
決算特別 

認  定 
（賛成総員） 

議案第 ７０号 平成２５年度相模原市財産区特別会計歳入歳出決算 決算特別 
認  定 
（賛成総員） 

議案第 ７１号 平成２５年度相模原市公債管理特別会計歳入歳出決算 決算特別 
認  定 
（賛成総員） 

議案第 ７２号 平成２５年度相模原市下水道事業会計決算 決算特別 
認  定 
（賛成総員） 

議案第 ７３号 
附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 
総  務 

可  決 
（賛成多数） 

議案第 ７４号 
相模原市一般職の旅費に関する条例等の一部を改正す

る条例について 
総  務 

可  決 
（賛成総員） 

議案第 ７５号 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立の支援に関する法律の一部を改正する法律の施行

に伴う関係条例の整備等に関する条例について 

民  生 
可  決 
（賛成総員） 

議案第 ７６号 相模原市特別会計条例の一部を改正する条例について 民  生 
可  決 
（賛成総員） 

議案第 ７７号 
相模原市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、

設備及び運営に関する基準を定める条例について 
民  生 

可  決 
（賛成多数） 

議案第 ７８号 
相模原市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基

準を定める条例について 
民  生 

可  決 
（賛成多数） 

議案第 ７９号 
相模原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

の運営に関する基準を定める条例について 
民  生 

可  決 
（賛成多数） 

議案第 ８０号 
相模原市社会福祉審議会条例の一部を改正する条例に

ついて 
民  生 

可  決 
（賛成総員） 

議案第 ８１号 
相模原市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例について 
民  生 

可  決 
（賛成多数） 

議案第 ８２号 相模原市立認定こども園条例について 民  生 
可  決 
（賛成総員） 

議案第 ８３号 
相模原市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関

する基準を定める条例について 
民  生 

可  決 
（賛成総員） 

議案第 ８４号 
相模原市地区計画の区域内における建築物の制限に関

する条例の一部を改正する条例について 
建  設 

可  決 
（賛成総員） 
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議案第 ８５号 
相模原市営自転車駐車場条例の一部を改正する条例に

ついて 
建  設 

可  決 
（賛成総員） 

議案第 ８６号 
相模原都市計画事業麻溝台・新磯野第一整備地区土地

区画整理事業の施行に関する条例について 
建  設 

可  決 
（賛成総員） 

議案第 ８７号 相模原市火災予防条例の一部を改正する条例について 総  務 
可  決 
（賛成総員） 

議案第 ８８号 
工事請負契約について（相模原市営南台団地建設工事

（１号棟、２号棟）） 
建  設 

可  決 
（賛成総員） 

議案第 ８９号 
工事請負契約の変更について（津久井広域道路（仮称）

荒句大橋新設工事） 
建  設 

可  決 
（賛成総員） 

議案第 ９０号 訴えの提起について（住宅明渡し等請求） 総  務 
可  決 
（賛成総員） 

議案第 ９１号 損害賠償額の決定について 環境経済 
可  決 
（賛成総員） 

議案第 ９２号 市道の認定について 建  設 
可  決 
（賛成総員） 

議案第 ９３号 平成２６年度相模原市一般会計補正予算（第１号) 

総務、民生、 

環境経済、 

建設、文教 

可  決 
（賛成総員） 

議案第 ９４号 
平成２６年度相模原市麻溝台・新磯野第一整備地区土

地区画整理事業特別会計予算 
建  設 

可  決 
（賛成総員） 

議案第 ９５号 教育委員会の委員の選任について（永井博） ― 
同  意 
（賛成総員） 

議案第 ９６号 人権擁護委員の候補者の推薦について（原裕子） ― 
同  意 
（賛成総員） 

議案第 ９７号 人権擁護委員の候補者の推薦について（衣川佐代子） ― 
同  意 
（賛成総員） 

議案第 ９８号 人権擁護委員の候補者の推薦について（池亀都） ― 
同  意 
（賛成総員） 

議案第 ９９号 人権擁護委員の候補者の推薦について（島﨑能充） ― 
同  意 
（賛成総員） 

議案第１００号 人権擁護委員の候補者の推薦について（天野操惠） ― 
同  意 
（賛成総員） 

議案第１０１号 人権擁護委員の候補者の推薦について（井上和江） ― 
同  意 
（賛成総員） 

委員会提出議案第３号 相模原市議会会議規則の一部を改正する規則について ― 
可  決 
（賛成総員） 

委員会提出議案第４号 
相模原市議会委員会条例の一部を改正する条例につい

て 
― 

可  決 
（賛成総員） 
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委員会提出議案第５号 
相模原市証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正

する条例について 
― 

可  決 
（賛成総員） 

議提議案第２号 
集団的自衛権行使容認に関して慎重審議を求める意見

書 
― 撤回承認 

議提議案第４号 「手話言語法（仮称）」制定を求める意見書 ― 
可  決 
（賛成総員） 

議提議案第５号 

国による義務教育財源の保障及び教育の機会均等と水

準の維持・向上、並びにゆきとどいた教育の実現を求

める意見書 

― 
可  決 
（賛成総員） 

議提議案第６号 

相模原市域の８０Ｗ及び７５Ｗ地域に所在する住宅に

ついて、早急に法的措置に基づく防音工事の助成対象

とすることを求める意見書 

― 
可  決 
（賛成総員） 

陳情第  ６号 
相模原市緑区太井２９５小網第２団地２５５室市営住

宅明渡し撤回について 
建  設 

不 採 択 
（賛成なし） 

陳情第  ７号 市営住宅修繕義務放棄について 建  設 
不 採 択 
（賛成なし） 

陳情第  ８号 

国による義務教育財源の保障及び教育の機会均等と水

準の維持・向上、並びにゆきとどいた教育の実現につ

いて 

文  教 
採  択 
（賛成総員） 

陳情第  ９号 

厚木基地の艦載機が岩国に移駐した後の第一種区域見

直しに際し８０Ｗ及び７５Ｗ地域の告示後住宅並びに

８０Ｗ及び７５Ｗ地域の外郭防音工事について 

基地対策 
採  択 
（賛成総員） 

陳情第 １１号 
手話言語法（仮称）制定を求める意見書の提出を求め

ることについて 
民  生 

採  択 
（賛成総員） 

※陳情第１０号 相模原市理容師法施行条例及び相模原市美容師法施行条例の一部改正を求めることに

ついては、民生委員会での審査の結果、引き続き審査することとなりました。 
※陳情第１２号 認定ＮＰＯ法人に対する優遇税制の継続を求めることについては、総務委員会での審

査の結果、引き続き審査することとなりました。 


